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１．まえがき

既設擁壁や切土斜面を鉄筋などにより補強する工法（地山補強土工法）は広く普及しつつある．このような

地山補強土工法では，補強材の周面摩擦により引張り力に抵抗するのが一般的である．一方で，より大きな補

強効果を得るために，地山挿入後に引張補強材の先端を拡大できる拡大型補強材が開発されている 1),2)．ここ

では，適用できる対象土質を広げることと，コスト縮減を目的として改良された拡大型補強材について，引抜

き実験により確認した支圧力とともに土中での先端拡大状況を確認した結果について報告する．

２．実験方法

　図 1 は先端拡大型補強材の概要を示しており，拡大部は

10 本の棒鋼で構成されている．拡大部の棒鋼は，拡大用ﾛｯ

ﾄﾞを引張ることにより圧縮されて，外周直径 D が約 220mm

の放射状に拡大される．実験では試作的に 3 種類の補強材

を用いた．それぞれの仕様を表 1に示す．また，ｸﾞﾗｳﾄは各

タイプとも中空ロッドを利用

し，Ａ，Ｂタイプでは拡大部の

中央から，Ｃタイプは補強材先

端から注入できる構造となっ

ている．

　補強材は削孔径約 70mm，削孔

長900mmとした孔に鉛直に挿入

後，拡大用ジャッキを用いて先

端を拡大させた．セメントミル

ク(W/C=50%)は無加圧で拡大部

にのみ充填して，外鋼管に摩擦

が作用しないようにし，7 日間養生した後，3 本を対象に引抜き実験を実施した．実験中は，補強材頭部で引

抜き荷重 Pと引抜き変位δ，および地表面反力板の変位を計測した．図 2は引抜き実験の概要である。補強材

を埋設した地盤は礫 5.3%，砂 27.6%，シルト･粘土 67.1%のロームを生石灰処理してしたものであり，一軸圧

縮試験の結果によると qu=50～100kN/㎡，E50=4500～17000kN/㎡であった．

３．実験結果

　引抜き荷重と引抜き変位の関係は図 3のとおりであった．拡大部のタイプによらず，ほぼ同様な関係であり

終局的な最大引抜き荷重は全て 30kN 以上であった．ここでの引抜き荷重は先端拡大部の支圧力により発揮さ

れているものと考えられ，支圧力による極限引抜き抵抗力Ｐultは次式で算出できる
3）．

Pult= (c･Nc +Nq･qp) Ap …(1)

ここで，cは土の粘着力，qpは拡大部の拘束圧，Nc および Nqは支持力係数，Apは拡大部投影面積(㎡)である．

一軸圧縮試験結果に基づいて c =qu/2=50kN/㎡，φ=0 とした場合，支持力係数は Nc =6.5，Nq=0 となり，式(1)

による極限引抜き抵抗力はＰult=12.4kN となる．実験で得られた最大引抜き荷重は，この値より十分に大きい．
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表 1 　先端拡大型補強材形状寸法
Case 実験用途 形状寸法 拡大棒鋼

A-1
引抜き抵抗力

拡径状態確認

A-2
予備試験

拡径状態確認

拡大前アンカー部最大径：φ72mm
外鋼管外径：φ30mm
外鋼管内径：φ22mm
アンカー長：L=1416mm

φ8,φ12
SS400

B-1
引抜き抵抗力

拡径状態確認

B-2 拡径状態確認

拡大前アンカー部最大径：φ60mm
外鋼管外径：φ27.2mm
外鋼管内径：φ18.2mm
アンカー長：L=1416mm

φ8,φ12
SS400

C-1
引抜き抵抗力

拡径状態確認

拡大前アンカー部最大径：φ60mm
外鋼管：φ34mm,t3.0mm
アンカー芯外径：φ20mm(M22)
アンカー芯内径：φ11mm
アンカー長：L=1516mm
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図 1　先端拡大型補強材概要図

図 2　実験概要図
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図 5　引抜き割線係数と引抜き変位
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　図 4はＡタイプとＣタイプの実験において，各荷重段階における⊿t時間内での引抜き変位増分を⊿δとし，

⊿t間の対数値の差を⊿logt とし，引抜き荷重 Pとの関係を示したものである．この関係は杭の圧縮試験にお

ける降伏荷重の判定 4)に用いられるものであり，拡大部の引抜き降伏荷重はほぼ 20kN といえる．このことか

ら引抜き実験により得られた降伏荷重は最大引抜き荷重の 2/3 程度であることが確認できた．これは杭の降伏

荷重が極限荷重に対して 0.63 とされる 4)ことにも合致する．また，Ａタイプ，Ｃタイプ降伏荷重時の引抜き

変位δは図 3の関係からそれぞれ 3.72mm，6.8mm であることがわかり，拡大部の外周直径 Dに対してそれぞれ

δ/D=0.017，0.031 である．

　図 4は引抜き割線係数をＫ=(P/Ap)/(δ/D)と定義して，

δ/D に対して示している。この割線係数は土の変形特性

に依存すると考えられ，Ａタイプ，Ｃタイプの降伏荷重時

の割線係数はそれぞれ 26,000kN/㎡，16,000kN/㎡程度で

ある。また，δ/D=0.10 に相当する変位における割線係数

は，３つの実験結果においてＫ=6000～8000kN/㎡となって

いることがわかる。

　土中に埋設した 5 本の補強材は引抜き実験終了後に土

中から取出して，拡大部の状態を確認した。いずれの補強

材も拡大部棒鋼は所定の外周直径が 220mm となる放射状

に拡大していた。また，セメントミルクは拡大棒鋼が通過した背後には充填されていたが，それ以外の領域へ

の広がりは確認されなかった。さらに，引抜き実験後の拡大部中の土は一体となっている様子が確認できた。

４．あとがき

　石灰処理した地盤における限られた条件下ではあるが，先端拡大型補強材は土中で拡大させることができ，

引抜き実験による最大引抜き抵抗力は極限引抜き抵抗力の計算値より大きいことを確認した。また，降伏荷重

はδ/D≦5%で生じ，最大引抜き抵抗力の 2/3 程度であることがわかった。今後，様々な条件下で引抜き特性や

施工性を調べて先端拡大型補強材の適用範囲を明確にするとともに，補強土構造物としての安定性を評価する。
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図 3　引抜き荷重と引抜き変位 図 4　⊿δ/⊿logt～P法による降伏荷重
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